
（様式①）

[財政局] 市債金会計 （単位：千円）

総額 一財+市債 総額 一財+市債 総額 一財+市債

51 市債金会計 451,194,723 239,429,785 493,904,474 265,762,042 △ 42,709,751 △ 26,332,257

計 451,194,723 239,429,785 493,904,474 265,762,042 △ 42,709,751 △ 26,332,257
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(様式②－1）

［ 局 課]

款 項 目 中期計画-３８の政策
中期計画-行政運営
中期計画-財政運営 ○
新規・拡充

（単位：千円）

％

事業費 事業費

一般会計繰入金 一般会計繰入金

事業費

一般会計繰入金 方針の確認／決裁 
有（          ）・無

【 事業の目的・必要性 】
市債元利償還金、一時借入金利子（企業会計分を除く）並びに市債の発行・償還にかかる諸費等について、
各会計を統合整理するための会計です。

根拠・データ等
〇 地方自治法、地方財政法、横浜市公債条例
〇 償還計画に基づく元利償還額及び元利償還手数料等

【 令和３年度実施内容と期待される効果 】
財源として市債活用を行った全会計の市債の元利金の償還と企業会計を除く一時借入金の利子の償還を行います。

【 事業費の内訳 】 （単位：千円）

1款　公債費
　

千円
千円
千円

一般会計分 千円
特別会計分 千円
企業会計分 千円

一般会計分 千円
特別会計分 千円
企業会計分 千円

千円

千円

千円

【 根拠法令 】

地方自治法、地方財政法、横浜市公債条例

【 根拠とするデータ等 】
償還計画に基づく元利償還額及び元利償還手数料等

（ 局 － 51 ）

1項　公債費

5,921,750
△ 1,606,765

一　般　会　計　繰　入　金

合計 493,904,474451,194,723 △ 42,709,751

11節
役務費

他会計繰入金
充当分

940866 △ 74

3目公債諸費 940866 △ 74

2目　利子 280,243252,616 △ 27,627

22節
償還金利子
及び割引料

他会計繰入金
充当分

280,243252,616 △ 27,627
一般会計からの繰入金 252,616

7,322,196

2項
  第三セクター等改革推進債公債費

7,322,196 -

一般会計からの繰入金 866

22節
償還金利子
及び割引料

他会計繰入金
充当分

7,322,196

7,603,3797,575,678 △ 27,701 第三セクター等改革推進債の償還に係る元利償還金等

1目　元金 7,322,1967,322,196 -

一般会計からの繰入金

74,851,97676,667,507 1,815,531

24節
積立金  減債基金積立金 74,851,97676,667,507 1,815,531 満期一括償還に備える減債基金への積立金

4目　減債基金積立金

発行・元利払
手数料

1,696,3301,524,521 △ 171,809 市債の発行・元利払に係る手数料

諸経費 129,900133,570 3,670

3目公債諸費 1,826,2301,658,091 △ 168,139
1,176,502

98,080
383,509

22節
償還金利子
及び割引料

 市債利子 42,291,37137,446,996 △ 4,844,375

23,346,347
672,730

13,427,919

  一時借入金利子 80,000150,000 70,000 一時借入金利子

50,598,000 △ 25,995,000
一般会計・特別会計の事業に係る借換債については、市債金会
計で発行し元金償還に充当。

2目　利子 42,371,37137,596,996 △ 4,774,375

1目　元金 367,251,518327,696,451 △ 39,555,067

22節
償還金利子
及び割引料

他会計繰入金
充当分

236,121,074234,744,749 △ 1,376,325
一般会計からの繰入金 81,602,459
特別会計からの繰入金 5,699,365
企業会計からの繰入金 147,442,925

減債基金繰入金
充当分

54,537,44442,353,702 △ 12,183,742 満期一括償還に備える減債基金からの繰入金を元金償還に充当。

 借換債充当分 76,593,000

決
算

503,996,144 533,103,470 548,215,042
181,756,660 190,159,741 183,872,908

財政

課長 係長 　　　　市債係

本資料は、公正・適正に作成しました。 中林　都 馬場　誠 大賀　俊洋

区分 R２年度R３年度 差引 説明

486,301,095443,619,045 △ 42,682,050

予
算

507,786,651 536,238,172 549,502,094 予
算

451,194,723 451,194,723
184,976,989 189,905,457 184,227,380 194,268,788 188,307,967

歳出 平成29年度 平成30年度 令和元年度 歳出

0 △ 609,951

令和４年度 令和５年度

1,879,4590

補助事業
単独事業 補助率

令和２年度 493,904,474 228,142,432 76,593,000
増△減 △ 42,709,751 △ 16,377,494 △ 25,995,000

区　分 金　額 繰入金 借換債

令和３年度 451,194,723 211,764,938 50,598,0000

国

令　和　３　年　度　事　業　計　画　書  （局・統 括 本 部）
財政 財源

事  業  名 特記事項 中期計画-３８の政策 令和２年度
事業評価書番

号
1政策番号 主な施策番号

市債金会計 令和２年度
事業評価書番

号

財　源　内　訳
諸収入

1,636,020

2,245,971

財産収入 一般財源

100,000

100,000

182,780,780

180,901,321

繰入金

4,314,985
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